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政策を効果的に横展開して成果を得るためのポイント

２０１8年１２月 ３日

久野譜也

筑波大学大学院 人間総合科学研究科
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健康づくりをする人が増えない原因は・・・

しているしていない

生活習慣病の予防に必要な運動量不足

６７．５％

運動実施意思あり

２９．０％

運動実施意思なし
(無関心層)

７１．０％

運動充足

３２．５％

健康無関心層が7割いること、無関心層は
健康情報へのアクセスをしない

している

（有効回答1914名）
総務省受託調査事業 筑波大学久野研究室･つくばウエルネスリサーチ実施住民調査

(2000)

健康的な生活を送るための情報収集・試行

「健康づくりの重要性が
わかっていても行動変
容できない」のではな

く、「わかっていな
い」可能性が示唆さ
れた。

久野ら（2000）
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なぜ良い政策でも効果が出にくいのか？
その答えは無関心層対策がなされていないことが要因の一

つ

3割 関心層7割 無関心層

情報

重症化
予防

情報
介護
予防

生活
習慣病
予防

健康
サービス
産業

情報

健康
経営
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口コミ 市の広報誌 チラシ 新聞記事 ポスター テレビ報道 市のＨＰ その他

『参加の決め手となった情報源』（単一回答）

（ｎ=6474）

• 参加者の77％が
健康無関心層

• 全体の約42％が
「口コミ」による参加

口コミを誘発させる広報は無関心層を動かす

文部科学省 スポーツを通じた地域コミュニティ活性化促進事業
筑波大学久野研究室・つくばウエルネスリサーチ（2015）
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健幸アンバサダー（ＷＡ）の使命
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重老齢社会がやってくる

2025年問題

要介護認定率

老々介護

認知症罹患率増加

健康づくり

無関心層

７割

健康づくり

関心層

３割

健幸
情報

口コミが
解決策

心に届く情報

・ヘルスリ
テラシーの向上
・行動変容



①地方の衰退は健康寿命を
短命化（健康格差）

②官民連携による予防事業の
成果・規模が不十分

③後期高齢者・疾病保有者・
障害者等の健康寿命延伸策
強化が必要

背景＆課題 ～2025年～

①元気な「ひと」と「まち」の増加
(健康格差:地域間格差の減少)

②地域経済やヘルスケア産業の拡大

③社会保障費の適正化への貢献

Walkable City

歩かさてしまうまちづくり
ソーシャルキャピタル向上

無関心層対策
ヘルスリテラシー向上策と
ポピュレーションアプローチ

課題解決力の強化
健幸クラウドによる政策構築及び
評価サポート体制の構築

・健幸課題の特定と原因解明が容易に

・成果の出やすい施策づくりが可能

・県単位かつ官民連携でのインフルエン
サーとしての健幸アンバサダーの養成
例：静岡県

・政策効果が得られる規模での予防事業

・歩行空間・自転車利用環境の整備

・外出したくなる環境（ハードとソフト）
整備
・地域コミュニティの再生

■効果が確認されている
政策のパッケージ化

①厚生労働省 保険者努力制度 ・介護インセンティブ交付金
②スポーツ庁 運動・スポーツ習慣化促進事業
③内閣府 地方創生推進交付金・SIB（自治体連携により中間経費の縮減が可能）

健幸都市
（Smart Wellness City）

へ政策誘導

健幸都市を実現する政策のプラットフォームの構築

政策効果がでる規模の事業予算の確保
自治体職員の作業負荷の軽減・民間のノウハウの活用 国予算の活用

Copyright © Smart Wellness City首長研究会 All rights reserved. 
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施策１ 施策２ 施策３



施策１ 「健幸クラウド」によるデータヘルスの高度化
自治体が健幸都市づくりを進める上での課題を特定し、その対策の立案・施策の実施・評
価、そして成果を生み出すための作業の強力なサポート ⇒現在の職員力でもEBPMが可
能

健康課題の分析・政策化をAIで解決
全体の健康課題の抽出 地区別に健康課題を分析

市民の約70～75%のデータを使って健康施策の評価・政策化が可能

健康に関する医学的デー
タに加えて、都市環境、
コミュニティの活性度、
ソーシャルキャピタルなどの
総合的要因を網羅した
分析により、自治体の総
合的な「健幸度」を評価

人の健幸づくり
身体活動、食生活
アルコール、タバコ、休養
こころの健康、運動機能

健診・保健指導受診率
ヘルスリテラシー

都市の健幸づくり
まちの景観・歩行空間
公共交通・移動手段
ソーシャルキャピタル

社会参加
住宅環境

原因
分析

健幸都市度の見える化

Copyright © Smart Wellness City首長研究会 All rights reserved. 
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施策①：無関心層への情報提供 施策②：ヘルスケアポイント

施策２ 健康づくり無関心層への対策

ここまでの主な成果

①1人当たりの情報伝達人数 14.9人/年
②情報を伝えた相手の行動変容（推測）66%

継続化

無関心層の

切り崩し

健康ﾃﾞｰﾀの改善

医療費の削減

6市12,000人が参加

その内74％が無関心層！

約9割が6か月以上継続参加し、歩数を増加
推奨歩数8,000歩を上回った

①リスクが高い者の約35％がメタボを解消
②1人当たり年間5万円の医療費を抑制

● 1人が5人に伝えると1000
万人以上への伝達システム
が構築

● ヘルスリテラシー向上によ
る健康無関心層の縮小

全国で200万人養成（2030年までに）

● ヘルスケア産業の活性化
● 社会参加の場の提供
● 施策の効果向上
● 生きがいづくり

「ICTを活用したSWC健幸ポイント事業」の成果

Copyright © Smart Wellness City首長研究会 All rights reserved. 
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無関心層へ情報を届ける仕組み
がないと行動変容は起こらない
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健幸都市づくりのための新しい制度

ソーシャル・インパクト・ボンド（SIB)の活用

１） 地域の企業や個人からの自治体事業への投資

＋

２） 成果型支払（結果を問わない役務型からの脱皮）
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自治体におけるヘルスケア事業の課題

① Contract for service
民間を活用しても、現在の役務達成に基づく費用支払い方式で
は、施策効果の有無は支払い額に反映されない。そのため、「費用の
安さ」が契約先選考に強く優先される傾向にある。

② Financial difficulties in local government
ポピュレーションアプローチでの必要性は、医療費抑制のためにも理
解できるが、従来の事業と比較して多額の事業費が必要となる。現
在の財政難の状況では、庁内での予算獲得は難しい。

③ An increase in business volume
ポピュレーションアプローチを実施することにより、自治体職員の業務
量が大幅に増加することへの懸念が強い。
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SIB事業の自治体メリット

①民間がサービス主体であり、成果型支払いに
より、民間は良質なサービスを提供するモティ
ベーションに誘導される。

②事業の遂行は、民間が行うため自治体職員の
業務量が大幅に削減される

③民間からの資金を活用して事業実施できるた
め、財政難の中でアウトカムを得るための必要
な事業費を調達できる

13
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・公共施設を有効利用

（高校・大学の運動施設）

・地域密着型スポーツクラブ

（NPO)が運営

・運動指導は有資格者

・スポーツ医関与

Ambulante Herzgruppe：
Sportverein(スポーツクラブ)などの非営利組織で

運営される維持期（慢性期）地域心臓リハビリ(ケルン）

高校の運動施設を借用 写真提供 牧田教授（埼玉医大）
16

たとえ心臓病であってもスポーツの力で生きがいのある人生を
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① 地域コミュニティに健幸アンバサダーを養成
①官民連携で中小企業の健康経営推進にも活用

② 自治体政策のＥＢＰＭ化が促進する政策が必要
①ＳＩＢの導入
②事業のスクラップアンド＆ビルドにおけるルール化の導入
③EBPMを推進できる自治体職員の育成強化

③ 県のモデル事業においてアクションリサーチの手法を取り入れ、
プロセス評価を行いそれのノウハウ化を図る

17

政策成功例を県内に横展開していくためには
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参考資料
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【兵庫県川西市、新潟県見附市、千葉県白子町】

健幸まちづくりに向けたSIB手法を活用した自治体連携ヘルスケアサービス構築事業

19

≪官民協働≫
官：定期的に事業者を含めた検討会を開催し、
事業の進捗管理、課題・成果の共有を行
うとともに、成果報酬型契約により事業を
実施する。

民：地域内のコミュニティビジネスの創出、収
益モデルの構築を図るなど、事業原資の
確保に努める。

≪自立性≫
プログラム参加者からの参加費の徴収に
より自主財源の確保を図るほか、提携する
地元商店街や飲食店等からの協賛などに
よる収益を持続的に確保することで、SIB事
業の確実な実行を図るとともに、行政コスト
の削減により、自主財源で運営できる仕組
みの構築を目指す。

○ＫＰＩの評価
・全ステークホルダーが参加して、定期的に事業者を含めた検討会を開催。

≪政策間連携≫
・スポーツ政策や地域づくり政策、地域福祉
政策と積極的に連携を図ることで、官民連
携による広域的かつ大規模なヘルスケア
施策の展開を行い、持続可能な健幸まち
づくりの実現を目指す。

参考となる
ポイント

○ヘルスケアサービスの提供

・各市町の成人の健康無関心層の行動変容を働きかけるヘルスケア事業（健幸ポイント
プログラム、生活習慣病予防プログラム等）を、５年間のＫＰＩ（参加者数・継続率・身体
活動量・医療費抑制効果・介護認定率等）を設定し、その達成度合に応じた成果報酬
型の契約として、特別目的事業体（ＳＰＣ）に委託して実施する。 【地方創生推進交付金】

・“飛び地”の３市町が広域連携の形を取ることにより、全体での事業規模を拡大させて、事務経費の削減・
サービスの質の向上を図っている。
・健康づくり分野におけるＳＩＢ手法の活用であり、全国でも例が少なく、先駆的なプロジェクト。

＜事業スキーム図＞

≪主なKPI≫プログラム参加による３市町の医療費及び介護費の抑制額

・評価指標として、アウトプット指標に加えてアウトカム指標も設定し、筑波大学が第三者
評価機関となりKPI達成度を評価する。【地方創生推進交付金】

川西市

白子町

見附市

事業成果
に応じた
委託料支払

サービス事業者（SPC）
タニタつくば

Innovation Company 1

（SPC)

成果連動

固定部分

サービス対象者
（川西市、見附市、白子町の市町民）

第三者評価機関
（筑波大学）

ヘルスケアサービスの提供
・健幸ポイントプログラム
・生活習慣病予防プログラム

・健幸アンバサダーの養成

KPI評価

投資

金融機関
融資

返済

投資機関
市民・地域企業

事
業
費

16.0万人

4.1万人

1.1万人

リターン

成果の報告

地方創生推進交付金等を活用した取組

自治体、サービス事業者、地方銀行・投資機関、大学による産官学金の連携体制を構築し、民間資金を活用した成果連動型手
法（ソーシャル・インパクト・ボンド：SIB）によるヘルスケア事業を飛び地である3つの自治体が連携して行う。これにより、課題と
なっている小規模自治体での実施やSIBの運用コストの問題を解決し、住民の健康度を向上させ、医療費及び介護費の確実な抑
制を可能とするモデルを5年間で構築する。

取組概要



Smart Wellness Cityとは
無関心層も含めて多くの住民が
“健幸”になれるためのまちづくり

すなわち『歩いて暮らせるまち』を創ること
そのためには、

1. 市民が、便利さだけを追求しすぎない生活を許容できる
2. それをサポートするために、
① 社会参加（外出）できる場づくり（賑わいづくり）
② 自助を強める施策（インセンティブとアンバサダー）
③ まちの集約化と快適な歩行空間の整備
④ 過度な車依存から脱却を支援できる公共交通の再整備

地方都市の現状 海外の好事例

A市
1970年代 現在（2011）
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（為本浩至：肥満と糖尿病，8: 923，2009より引用）

施策３ このまちに住むと自然と健幸になるまちづくりの推進

Walkable Cityにより
○ドイツの中で医療費が低い
○商店街の売り上げ4倍増

都市環境が健康に影響を与える
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成果を出すためにはEBHに基づく民間サービスの活用が重要
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北茨城市(n=555)

平均年齢62.6歳

三島市(n=357)

平均年齢51.3歳

SWC特区(n=8,512)

平均年齢62.5歳

芳賀町(n=217)

平均年齢63.0歳

Ａ市 B市 C町

ICT歩数管理システム

ICT個別処方搭載の筑波大方式
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